平成　　年　　月　　日
岡山県中小企業団体中央会
会　長　　晝　田　眞　三　　殿

（住　　所）
（応募者名）

（代表者名）　　　　　　　　　　　　　印

自動車関連中小企業新分野進出支援補助金事業計画書の提出について
　

自動車関連中小企業新分野進出支援事業に係る補助金の交付を受けたいので、公募要領に定める要件、注意事項等に全て了解した上で、下記１から３の書類を添えて提出します。
　また、当社は「自動車関連中小企業新分野進出支援補助金」の交付を受ける者として下記４に定める不適当な者のいずれにも該当しません。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記
１　事業計画書（別紙１）
２　決算書（直近２年間の貸借対照表、損益計算書、個別注記表）
３　定款若しくは登記事項証明書（提出日より３カ月以内に発行されたもの）
４　自動車関連中小企業新分野進出支援補助金の交付を受ける者として不適当な者
（１）法人等（個人、法人又は団体をいう）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ）であるとき
（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき
　
別紙１

自動車関連中小企業新分野進出支援補助金事業計画書
Ⅰ．申請者

	１．事業者概要

	本社所在地
	〒　　　-



	名　  称
	

	代 表 者
	(役職)　　　　　  　　  (氏名)

	事業

推進責任者

連 絡 先
	（TEL）       　       （FAX）

（E-mail）

(役職)　　　　　  　　  (氏名)

	事業実施場所
	(主たる実施場所を記入すること。)

〒　　　-

 

	資本金
	 千円
	常時使用する

従業員数
	名

	業務内容
（大学等は研究内容）
	
	主な生産品目
	

	所属団体等
	（所属している事業協同組合・任意グループ・団体等の名称）

	前年度

三菱取引依存度
	％

	売上高・販売数量等の減少
	昨年度　　　月度売上・販売数量
	

	
	今年度　　　月度売上・販売数量
	

	
	減少率（％）
	


　※以降、事業計画書の各項目の記載は、適宜、行を追加すること

Ⅱ．事業内容

	１．事業計画名

100文字程度
	

	２．事業の種別
	□　研究開発　　　□　販路開拓　　　□　初期投資

	３．目的・経緯
	

	４．事業内容


	

	５．予測効果

　（目標）
	

	６．総事業費
	総事業費：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	うち補助対象事業費：　　　　　　　　　　　　　　円

	７．外部への委託内容
	※委託内容及び委託機関、企業名




別紙２

経費明細表

	経費区分
	事業に要する経費
（消費税込みの額）
	補助対象経費
（消費税抜きの額）
	補助金交付申請額
各経費区分の補助対象経費　
　　　　　　　×２／３以内
	積算基礎
注．事業に要する経費（税込み）

	機械装置費
	
	
	
	

	外注(加工)費
	
	
	
	

	人件費
	
	
	
	

	謝金
	
	
	
	

	旅費交通費
	
	
	
	

	会議費
	
	
	
	

	印刷製本費
	
	
	
	

	通信運搬費
	
	
	
	

	手数料
	
	
	
	

	会場借料
	
	
	
	

	会場設営費
	
	
	
	

	広告宣伝費
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


別紙３　　※　人件費を計上する場合、記載してください。
直接人件費支出対象者一覧表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名：
	職　種
	氏　名
	部　署
	役　職
	採用年月日

	（例）機械設計
	金型　二郎
	
	主任
	昭和50年7月7日

	（例）プログラマー
	鋳造　三郎
	
	
	昭和51年3月26日

	（例）溶接加工
	溶接　四郎
	
	
	昭和54年1月1日

	（例）鋳造加工
	鋳造　太一
	
	
	平成元年4月1日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


【時間単価算出方法計算式】
	氏　名
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	（Ａ＋Ｂ）÷Ｃ

	
	年間
総支給額
	年間法定
福利費
（事業者負担分）
	年間理論
総労働時間
	人件費
時間単価

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注１）人件費時間単価は、１円未満を切り捨ててください。
（注２）設備投資のみの事業者の場合、人件費は補助対象となりません。
